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る。それまでの約 10 年間は、1945 年を被爆元年とし、それ以後、約 3 年間を一つの段階として、少しずつの変化が見
られる。よって、本稿では以下のように年表を区分している： 
 （１）被爆元年：1945 年 
 （２）復旧期：1946〜1948 年（約 3 年間） 
 （３）復興建設期（前半）：1949〜1951 年（約 3 年間） 
 （４）復興建設期（後半）：1952〜1954 年（約 3 年間） 















表１ 1945年 8月 9日～同年末までの年表 





8.9 原爆爆撃隊、午前 11 時 2 分、長崎市に原爆投下（松山町
の爆心地を中心に半径 1 キロ以内の 20 町が全壊、半径 2 キ
ロ以内の 20 数町が 80％破壊。死者 7 万 3884 人、重軽傷者
7 万 4909 人、被災人員 12 万 0820 人、被災戸数 1 万 8409
戸、全壊 1326 戸、半壊 5509 戸、消失土地面積 203 万 1000
坪） 
 爆心地帯の火災に次いで、市内で第二次火災が発生 
 救援列車 4 本が運転され、道ノ尾・浦上駅間の中間地点で
負傷者約 3500 人を収容し、諫早、大村、川棚、早岐等に輸
送 
 憲兵隊の緊急復旧命令により、午後 3 時には軍用船の一部



























始、翌日午後 10 時 15 分長崎駅発の列車が運行再開 
8.12 長崎医大第 11 医療救護隊（隊長：永井隆、隊員 12
人）、市郊外の三ツ山地区で、被爆者たちの医療救護を実施 





























11.23 浦上のカトリック信者約 300 人、廃墟と化した浦上
天主堂脇の広場で、浦上信徒原爆犠牲者合同慰霊祭を行う
（原爆犠牲者慰霊の初め） 
 この年、被爆者約 700 世帯・2500 人、焼け跡に仮小屋の
壕舎生活を営む。原子野の防空壕に住み着く原爆孤児も多数
9.23 ハント少将指揮下の米第２海師団特別陸

















崎魚市組合を設立（出資金 300 万円。昭和 23

















この年 11 月 1 日に全国人口調査実施 長崎市
の世帯数 3 万 1991 世帯、人口 14 万 2748 人。
（原爆の被害と終戦による軍需工場の縮小によ
って、人口はピーク時の約半分に） 
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に上る（詳細数字不明） 
 長崎地区占領軍、浦上に飛行場をつくる（Atom Field 原子
飛行場と命名され、小型機が発着） 
 解説：松山町の上空約 500 メートルのところで原爆が炸裂し、広範囲にわたって街が廃墟に化した。被爆直後まずは
救護・救援が行われた。負傷者の救出と医療救護、死者の処理、食糧の配達などがあった中、爆弾の正体が分からぬま
ま、8 月は極めて混乱の状態にあった。9 月、原子爆弾により「今後 70 年は草木も生えない」ことが発表され、被爆地
に生き残った住民に撤去命令が出された（しかし、多くの人がこの原子野の中で生活しなければならなかった）。その
中で、連合軍の先遣部隊が出島岸壁から上陸し、長崎県はそれへの対応に忙殺した。10 月から占領軍による長崎軍政府













と発表（長崎：死者 4 万人、負傷者 2 万 5 千人、即刻医療を












土地面積 671.24ha のうち、とりあえず 386.8ha の区域を
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区域はその後、事業の早期完成のため、数次にわたって変更












＊戦後初の市営住宅として、城山町 180 戸、岩川町 66 戸、
油木町 16 戸（その他、本河内 46 戸、大井手町 20 戸）、合





























昭和 20 年 9 月、銭座国民学校焼け跡を応急修理し、仮病院
として患者を収容・治療に当たっていたが、地区住民から学
校返還を迫られ、新築に着手した） 
4.1 長崎市の 24 の国民学校が新学制による小学校として発
足（城山・山里・銭座・西坂・稲佐・朝日・西浦上など含ま
れている）。また、新学制による中学校も発足 























4.1 町内連合会・町内会・隣組廃止（1 月 4 日
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6.- 長崎魚市場復旧（荷揚げ場、荷捌場、事務所を始め、浮
桟橋 2 基、鉄道引き込み線も完成） 






来本館・北高病棟に復帰（10 月 25 日復帰式を挙行） 
11.12 長崎医大、医学部正門に面したグビロヶ丘に被爆者慰
霊碑を建立、除幕式を挙行 






















3.5 長崎市営稲佐養老院発足（木造平屋建て 1 棟、収容定員
40 人） 
3.18 建設院、戦災復興状況を発表、長崎市の復興率 16.2％
（全国で 32 位） 
4.1 旧制中学校が新制高校として発足。市内に設置された高








4.1 市立城山小学校開校（市立小学校は 25 校となる、児童
総数 2 万 4973 人） 
6.18 長崎市立第二商業高校を長崎市立商業高校に移転（西
郷 20 番地） 
6.30 長崎魚市組合を解散し、新たに長崎魚市場内に長崎魚
市（株）を創立 
8.9 長崎市、原爆 3 周年を迎え、松山町で文化祭を催す。市
民代表として溝上副議長、平和宣言を行う 
8.- この頃、労働省婦人少年局長崎職員室、被曝婦人の現状
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子高の 3 校を長崎東高と長崎西高の 2 高校に統合） 
＊この年、長崎市、庶民住宅 200 戸（住吉町 66 戸・赤迫 34
戸・竹の久保町 56 戸、戸町 24 戸、立神町 20 戸）、戦災者










 解説：この時期は GHQ による日本の戦後処理と行政改革が進められ、憲法の公布を始めとし、各々の法律が成立し、
民主主義社会の新体制への転換がスタートした。その中で、長崎では街の復旧が徐々に行われた。 
 1946 年、早くも白血病の患者が出たことは被爆の惨状を物語る。戦災の状態が続く中、極度の食糧不足が発生し、食
糧疎開が強いられた。9 月末、「戦災復興土地区画整備区域」が決定され、10 月に復興工事事務所が開設された。12 月
に被爆した市立商業学校が油木谷の元の校舎に復帰した。一回忌として戦災死没者の慰霊祭が 8 月 9 日に行われた。




















4.- 県立長崎工業高校の 1 年生、市立長崎商業高校の一部校
舎を借用して授業（校舎は原爆により焼失、昭和 20 年 10 月
大村氏に移転） 







（収容孤児 152 人）から出火、木造 2 階建て 4
























6.8 長崎市議会臨時会で競輪場設置を可決（8 月 2 日通産省



















所を併設（昭和 29 年に県立・市立乳児院新設のため閉鎖） 
11.2 長崎市営競輪場、浦上駒場町の総合運動場建設予定地
に完成、完工式を挙行（政府は戦災都市に限り、全国 20 カ





11.5 第 1 回長崎市営競輪開催（6 日間の入場者 3 万 3451
人、売上金 3320 万余り円） 
11.5 長崎少年鑑別所、諫早から長崎市橋口町に移転 
用物資横流しから端を発し、横領・収賄・物流
違反容疑で課長ほか課員 9 人逮捕） 
7.1 長崎軍政府、長崎民事部と改称（11 月 30
日閉鎖） 








11.20 第 1 回原爆都市青年交歓会、広島市で
開催（第 2 回目は長崎で） 
11.29 衆議院考察委、ノーベル物理学賞受賞
の湯川秀樹博士と永井隆博士の表彰を決定 








12.29 失対労務者約 600 人、大橋市長に対
し、1 人あたり 500 円の越年資金を要求、拒否

















ラック街 21 戸に対し、戦後初の強制撤去処分を断行（第 1
次不法建物取り除き作業） 





























を小瀬戸町に編入（第 4 次市域拡張） 
4.21 ハワイ観光団第 1 陣 24 人、戦後初来崎 
4.27 長崎開港 380 年を迎え、長崎港祭り復活
（記念式典・のど自慢・仮装行列・魚供養など
多彩な行事が繰り広げられる） 
5.5 第 2 回原爆都市青年交歓会出席のため、
広島側代表 24 人来崎 
















10.1 国勢調査実施、長崎市の世帯数 5 万









2.6 長崎市、住吉町に競輪事業収益から出資して 4 階建て鉄
筋アパート 5 棟（128 戸）の建設に着手（7 月末に完成。他








良、委員に各界各層代表 55 人が選ばれた） 
4.15 マッカーサーの後任、リッジウェイ中将













5.1 永井隆、白血病で死す（43 歳） 




















る。昭和 26 年 10 月に 10 戸、27 年 3 月に 1 戸、28 年 3 月







4.23 第 2 回長崎市選挙、自由党県支部推薦の
保守系無所属の弁護士田川務当選 






6.20 政府の第 1 次追放解除発表で、本県関係
者追放解除となる 
7.7 長崎市に豪雨、床下浸水 330 戸 
7.- 市内公園・道路・河川などに一夜づくりの
バラック建築が激増、3000 戸に上る（8 月 3 日
から強制撤去に乗り出す 
7.10 政府、財閥解体完了と発表 
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確認 








































 そして、「日本観光地百選」都邑の部で 1 位に選ばれたことにより、長崎は「観光の町」というイメージが強くなり、
観光の強化が都市発展の目標となってくる。 
 一方、被爆の問題はまだ社会的な重視が広く見られず、長崎と広島の原爆都市青年交歓会の開催と、浦上天主堂廃墟





































































































1.20 原爆乙女 3 人、東大清水外科で原爆によるケロイド症
の治療を受けるため上京 







































1.31 南方 8 島の異国収集に日本丸が出航 
































9.12 ソ連共産党第 1 書記にフルシチョフ選任 
10.1 長崎市、観光シーズンを迎え、観光客へ
のサービス向上と市内美化を図り、観光週間を








を挙行。午後 6 時半から万灯流し、盆踊り、打ち上げ花火等 
8.26 浦上駅舎落成式（原爆で全壊し、8 年間バラック建て
で営業、同日、原爆殉職駅員 20 人の慰霊祭も挙行 
9.15 茂里町じんかい焼却場に増設中の焼却炉 5 基が完成 








12.1 浜屋デパート増改築落成式（新館 9 階
建） 
12.- 長崎市、S29 年の市制 65 周年を記念し、







2.- 西町に市営住宅 65 戸完成、入居希望者 3325 人（戦後か
ら 29 年までに建設された市営住宅は、20 年 142、21 年
352、22 年 1516、23 年 1447、24 年 1624、25 年 1769、26
年 780、27 年 123、28 年 148、29 年 166、計 8067 戸） 
3.31 佐藤副知事・田川市長・中部会長の 3 氏が発起人とな
り、長崎国際文化センター建設計画を作成（昭和 30 年 1 月
準備委員会発足） 
4.10 長崎大学大村分校（昭和 25 年大村・長崎両一般教養
部が統合して発足）、長崎市大橋町に移転し、長崎大学長崎
分校となる（昭和 39 年に教養部となる） 
5.7 原水爆禁止長崎県実行委員開発会式（県教組・各労組・





























4.- 長崎市、第 1 回モデル衛生コンクールを開
催（事業はその後全市に展開、長崎市は全国的
に模範衛生都市として脚光を浴びた） 
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北町の農地約 9000 坪を買収 
12.22 市立長崎商業高校の西新館建設・本館改装工事落成式
（油木町、西新館は鉄筋コンクリート造３階建て） 
7.31 長崎市、水不足解消のため水道第 4 回拡
張事業「矢上八郎川開発」第１期工事起工式 
8.- 長崎市調査統計課、市内の住宅調査結果を
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近距離にある丘の上に、昭和 27 年 4 月着工、鉄筋コンクリ
ート造地下 1 階・地上 6 階建ての本館及び講堂のほか、プー
ルを有する美しい庭園からなる） 
4.13 長崎市立長崎病院結核病棟第 2 期工事落成式（木造 2
階建て 56 床・手術室） 
5.4 カトリック長崎司教区山口愛次郎司教、浦上天主堂再建
資金募集のため渡米 
5.- 長崎国際文化都市建設事業（25〜29 年度 5 カ年計画・




















8.9 長崎市主催による第 4 回目の原爆犠牲者慰霊並びに平和
記念式典、平和祈念像前で約１万人が参列して挙行 


















4.25 広島・長崎の被爆者 5 人、国を相手取
り、原爆損害賠償を提訴 
6.8 政府、広島・長崎の 30 年度原爆障害者研

















建設資金不足額 500 万円を景品付で公募 

























は渡米を決意。31 年 8 月渡米） 
10.1 第 8 回国勢調査、長崎市の世帯数 6 万











1.5 長崎市、初めて分譲住宅地 54 区画を西北町に造成、希
望者受け付を開始 
1.14 長大附属中学校育友会、昭和町の元西浦上小学校跡に
木造 2 階建て校舎 1 棟を建設、学校側に寄贈 










































3.20 広島・長崎原爆被災者代表 43 人、衆・
参両院に原水爆実験禁止・原爆被災者医療費国
庫負担などを請願、被爆者救済を訴える 
4.14 第 7 回広島・長崎原爆都市青年協議会、
長崎市で開催、被爆者救済募金活動を決議 
5.4 原子力 3 法公布 













会は昭和 34 年に社会法人となる） 
7.16 長崎原対協、「被爆者白書」を発表（被爆者 5 万 6466








8.9 長崎東高体育館で、第 2 回原水爆禁止世界大会を開催






























乙女の会代表 9 人上京 
12.10 国際貿易促進長崎市議員連盟、上海日
本商品見本市視察に 6 市議の派遣を決定。12















3.21 第 14 回全国菓子大博覧会、松山町の長崎競輪場隣接
地の特設会場で開催 
3.31 「原子爆弾被爆者の医療等に関する法律」（略称：原










回水爆実験（5 月 15 日実施）阻止のため抗議
































るため 31.9ha の区域について土地区画整備事業を施行） 
10.17 県内の被爆者 17 人に初めて原爆医療法を適用、全額



















を申し入れる（米国、5 月 13 日拒否を回答） 
5.15 英国、クリスマス島で水爆実験 

























の建設を決定。2 月 5 日西坂公園で起工式 
2.15 長崎原水協に全国の良い子たちから 3 万
羽の折り鶴が届く（原爆の患者や孤児に配る） 
 李 桓 168 
33 2.6 長崎被団協、トルーマン前米大統領が CBS テレビで
「原爆投下したことに対する良心のか責はない」と放送した
ことに怒り、抗議電を打つ 
























増加に伴う 2 部授業解消のため新設） 
4.16 岩屋橋電停前・住吉終点間舗装道路完成、全面交通の
運びとなる 






し、原爆遺跡として保存（高さ 13m、幅 3m の側壁が当時の




































前を出発。11 日東京着、12 日第 4 回原水禁世
界大会に参加 
8.9 被爆者渡辺千恵子（28）、第 4 回原水禁
世界大会参加のため上京 
9.9 三菱造船労組長崎支部執行委員会、核兵器
の研究・製造拒否を決定。また、9 月 28 日の
代議員大会で、誘導弾エリコンを含む一切の核




































































4.1 長崎市制 70 周年・市庁舎落成・開港 389
年記念式典を市庁舎屋上で挙行 
5.11 長崎市、春雨通りの仮設店舗 112 戸の取
り壊し作業を開始 
5.17 大村空港開港 

























年 12 月長崎市と米国セントプール市との姉妹都市が結ばれ、日米友好の新時代が開かれていく。 
 街の復興と経済の回復が進む中、1954 年 3 月 1 日の第 5 福竜丸被爆事故が契機となり、反核の機運が一気に高まる。
核実験や核競争に対する反対運動が各地で起き、反核・平和団体が誕生してくる。1955 年に原水爆禁止長崎協会（長崎
原水協）が結成される。1956 年に、長崎原爆青年乙女の会、長崎原爆被災者協議会が結成され、第 2 回原水爆禁止世界
大会が 8 月 9 日に長崎東高校体育館で開催され、その翌日長崎国際文化会館で日本原水爆被害者団体協議会（日本被団
協）が結成される。 
 被爆者の医療の問題に関して、ようやく「原子爆弾被爆者の医療等に関する法律（原爆医療法）」が 1957 年 3 月 31
日に公布され、被爆者に健康手帳が公布されるようになってくる。 
 教育施設の変化を見ていくと、1956 年に坂本小学校、西町小学校、聖マリア学院小学校が、1958 年にさらに西城山
小学校と高尾小学校が新たに開校する。これは北部長崎の復興と人口増加を示す。 
 長崎の市街地が一望できる稲佐山展望台とそこに登るロープウェイとがもうひとつの復興シンボルとして 1959 年に
完成を迎える。一方、被爆のシンボルである浦上天主堂が、遺構の保存の声があったにも関わらず、1958 年 3 月に取り















（2）長崎市役所．長崎市制 50年史．長崎、長崎市役所、昭和 14 
（3）長崎市役所総務部調査統計課．長崎市制 65年史．長崎、長崎市役所、昭和 34 
（4）長崎市役所．長崎原爆戦災誌Ⅰ．長崎、長崎市役所、昭和 52 
